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要 旨

県内の全特別支援学校のコーディネーター等の実態と，学校コンサルテーションを進めるに当

たっての課題を把握するために，質問紙による調査を実施した。実態調査を基に修正・再構成し

た「新支援ユニットモデル」を県内特別支援学校に提供し，使用効果の検証をした。その結果，

使用者の69％が，小・中学校等支援に関する負担の軽減を感じたことが明らかになった。操作性

やアクセス性の向上，小・中学校等での活用の検討が今後の課題として残された。
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学校コンサルテーション

Ⅰ 主題設定の理由

平成19年の学校教育法の一部改正，「特別支援教育の推進について（通知）」（文部科学省，2007）によ

り特別支援教育が本格的に始まり，通常の学級に在籍する発達障害を含む障害のある幼児児童生徒（以下，

児童生徒等とする）に対しても適切な支援が求められるようになった。また，特別支援学校においては，在

籍する障害のある児童生徒等の教育を行う他に，地域の障害のある児童生徒や保護者等のためのセンター的

な役割を担うことが規定され，その役割の更なる充実が求められるようになった。さらに，現行の特別支援

学校学習指導要領においても，特別支援学校はセンターとしての役割を果たすよう努めることが示された。

同様に，小・中学校学習指導要領では，特別支援学校の助言または援助を活用しつつ，児童生徒等の障害等

の状態に応じた指導内容や指導方法の工夫を計画的，組織的に行うことが示された。

特別支援教育の開始当初，特別な教育的支援を必要とする児童生徒等への対応に苦慮していた幼稚園，小

学校，中学校，高等学校（以下，小・中学校等とする）への支援は，児童生徒等への個別対応から，学校全

体を対象とした特別支援教育に係る機能向上を目指す支援が求められるようになった。これに伴い，学校コ

ンサルテーション（国立特別支援教育総合研究所，2007）が要望され始めた。

国立特別支援教育総合研究所（2007）は，「コンサルテーションとは，困難な問題に直面しているコンサ

ルタントに，その問題や課題を評価・整理し，解決に向けてコンサルティの力量を引き出すための支援を行

う相談」としているように，学校コンサルテーションを行うに当たって，特別支援学校の特別支援教育コー

ディネーター，特別支援学級等指導員，巡回相談員（以下，コーディネーター等とする）には，課題解決の

ための多様な力量が求められ始めた。中でも，従来特別支援学校で担当していた児童生徒等の枠を超え，発

達障害のある児童生徒等への効果的な支援方法を提供する力，特別支援教育全般を俯瞰する力，小・中学校

等の文脈を理解した上で適切な助言をする力等，これまで以上の専門性が求められるようになった。

学校コンサルテーションへの要望の高まりに伴い，コーディネーター等の負担感や困難さに関する声が聴

かれるようになった。「平成23年度特別支援学校のセンター的機能の取組に関する状況調査について」（文

部科学省，2012）によると，特別支援学校の約８割が小・中学校等の教員に対する研修協力・研修会等を実

施しているものの，相談ニーズに対応できる人材の確保や多様な障害に対応できる教員の専門性の不足等，

センターとしての機能を推進すべき役割にある人材に関することを課題として掲げる学校が多い。これらコ

ーディネーター等を取り巻く環境を背景に，当センター特別支援教育課（以下，当課とする）では，平成21

年度からの２か年で，コーディネーター等を対象に，学校コンサルテーションを進めるに当たっての負担軽

減に寄与できるツール「支援ユニットモデル」の開発を行った（柿﨑ら，2011）。しかし，「支援ユニット



モデル」は，県内コーディネーター等の実際の負担感や困難さに対応したものとは言い難い状況にあった。

そこで，調査により本県のコーディネーター等の実態を把握した上で，「支援ユニットモデル」を修正し

た「新支援ユニットモデル」を作成し，県内の全特別支援学校に配付することで，コーディネーター等によ

る学校コンサルテーションに係る負担が軽減するのではないかと考えた。

Ⅱ 研究目標

特別支援学校のセンターとしての機能の充実を目指して，前研究で開発した「支援ユニットモデル」の修

正・再構成を行い，特別支援学校のコーディネーター等が，小・中学校等を対象に学校コンサルテーション

を進めるに当たって，より活用しやすい「新支援ユニットモデル」を開発することを目的とした。

Ⅲ 研究仮説

県内の全特別支援学校のコーディネーター等を対象とした実態調査を行い，小・中学校等支援に関する負

担感・困難さの要因の所在を把握する。その上で，「支援ユニットモデル」を修正・再構成した「新支援ユ

ニットモデル」を作成し各校に提供することで，小・中学校等の文脈に適合した支援策の提供をすることが

でき，コーディネーター等が小・中学校等支援をする際に抱く負担感や困難さが軽減するのではないか。ひ

いては，小・中学校等における特別支援教育が充実するのではないかとの仮説を立てた。

Ⅳ 研究の実際

本研究は，平成23年度，24年度の２か年で行った。

１ １年次の研究

１年次の研究では，特別支援学校において主に学校コンサルテーションに携わるコーディネーター等に関

する実態調査及び特別支援学級等指導員・巡回相談員（以下，巡回相談員等とする）報告書の分析を行い，

コーディネーター等が学校コンサルテーションを進めるに当たっての課題を明らかにすることにした。

(1) 実態調査の方法

県内の全特別支援学校20校を対象に，質問紙による調査を実施した。回答者は，各校において学校コン

サルテーションに携わる教員とした。期間は，2011年７月から８月であった。

調査内容は，①属性（教員歴，特別支援学校教員免許の所持，小・中学校等教員経験歴，研修歴，役割

の指名に伴うやりがい，他校コーディネーター等との連携等），②小・中学校等支援に関すること（小・

中学校等における支援経験の有無，負担感・困難さの有無，負担感・困難さの要因，小・中学校等支援に

必要な力），③学校コンサルテーションに関すること（学校コンサルテーション経験の有無，学校コンサ

ルテーションの実施形態等），④コーディネーター等の役割遂行に関する自由記述の４項目から構成され

全22項目であった。

回答様式は選択肢を用いたが，一部自由記述による回答も得た。自由記述の分析に当たっては，文意か

らキーワードを抽出し，KJ法（川喜田，1967）を参考にカテゴリー名を付与して分類した。

(2) １年次の結果と考察

回収率は95％であった。回答数は94，うち回答に欠損項目があったものを除いた有効回答数は89であっ

た。

ア 属性について

コーディネーター等の年齢層は，30歳代が16％，40歳代が

43％，50歳代が41％であった。なお，20歳代は０％であった

（図１）。特別支援学校教員免許は，91％が所持していた。

教員歴は，10年未満が１％，20年未満が32％，30年未満が48

％，30年以上が19％であった。そのうち，特別支援教育の経

験歴は10年未満が８％，20年未満が35％，30年未満が43％，

30年以上が14％であった。一方，小・中学校等における経験

のない教員が69％であり，経験のある教員の31％を大きく上
図１ コーディネーター等の年齢層



回った。また，小・中学校等の経験歴は，５年以上の教員が

57％であるのに対して，５年未満が43％であった。

コーディネーター等に指名されたことによるやりがいにつ

いては，39％がやりがいを感じている反面，23％が負担感を

抱いていることが明らかになった。また，「どちらともいえ

ない」が38％であった（図２）。

コーディネーター等のうち92％が当センターで開催する研

修講座の受講経験があり，66％が大学や出版社等が企画運営

する研修（以下，任意団体研修とする）を受講していた。

他校コーディネーター等との連携については，連携がなさ

れているとの回答が43％であり，逆に連携がなされていない

との回答は22％であった。

イ 小・中学校等支援に関すること

小・中学校等支援の経験は81％の教員があり，経験なしの

19％を大きく上回った。小・中学校等を支援する上で43％が

何らかの負担を感じ，負担を感じていない教員は28％であっ

た（図３）。

負担感の要因としては，①自身の多忙感，②自己充足感の

不足（例えば，提案した支援方法が適当であったかどうか不

安である），③自校における補欠体制の不十分さ等が挙げられた。

小・中学校等支援に対する困難さを感じる教員が54％であり，逆に22％の教員が困難さを感じていな

かった。困難さの要因としては，①自身の発達障害に関する情報や経験の不足，②相手校の特別支援教

育に対する理解不足，③相手校の校内支援体制が挙げられた。

小・中学校等を支援するに当たって必要と思われる力としては，①発達障害児童生徒への具体的な支

援方法，②行動上の問題への対応，③アセスメント，④発達障害の特性理解が挙げられた。

ウ 学校コンサルテーションに関すること

学校コンサルテーションを知っている教員が57％，知らない教員は43％であった。実際に学校コンサ

ルテーションを実施した経験がある教員は27％であり，73％が未経験であった。実際に行った学校コン

サルテーションの形態としては，研修会等を通して情報提供を行う情報提供型が，校内委員会等を通じ

課題を協働で解決する協働解決型を大きく上回った。

エ コーディネーター等の役割遂行に関すること

コーディネーター等の役割を遂行するに当たっては，①自身の勉強不足，②使命感，③自己研修が必

要などが上位として挙げられた。使命感や自己研修，ネットワーク構築などの中には，「自分は相手校

にとって役立つ情報を提供できているか」といったマイナス意見だけでなく，「責任を持って取り組み

たい」のような積極的な意見も挙げられた。これら積極的な意見をプラス意見とし，詳細に分析したと

ころ，比較的教員経験の浅いコーディネーター等にプラス意見が多く認められた。

オ 小・中学校等支援による負担感とその関連要因

表１に，小・中学校等への支援をする上での負担感とフェイスシートの項目との相関（Pearson の相

関係数： PASW Statistics18を使用）について分析した結果を示した。小・中学校等支援による負担感

と役割名，小・中学校等教員の経験の有無，特別支援教育に関する任意団体研修への参加の有無，勤務

校のある地域，地域内の他校コーディネーター等との連携状況において，有意な相関が認められた。一

方で，年齢や教員歴，小・中学校等への支援回数とは有意な相関は認められなかった。小・中学校等を

支援するに当たっての困難さについても，負担感と同様の傾向が認められた。

表１ 小・中学校等への支援をする上での負担感とフェイスシートとの相関関係

図２ 役割の指名によるやりがい

図３ 小・中学校等支援による負担感
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研修歴
任意

勤務地 連携

r .212* .296** .283** .436** .392**
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以上の結果から，県内のコーディネーター等は，年齢が40歳以

上，特別支援学校教員免許状を所持し，小・中学校等の教員経験

がない教員が指名され，当センターの研修講座や任意団体研修に

参加し自己研鑽に努め，コーディネーター等の役割の指名に対し

て，どちらかというとやりがいを感じている教員であると概括す

ることができた（図４）。小・中学校等を支援するに当たって，

多くの教員が負担感や困難さを感じ，その要因として，多忙さや

自己充足感の不足，自身の勉強不足や経験不足，相手校の校内体

制等の問題を挙げ，小・中学校等を支援するに当たっては，発達

障害の特性理解やアセスメント，発達障害児への具体的な支援方

法，行動上の問題への対応力等を重要視していることが明らかになった。

(3) 巡回相談員等報告書の分析

平成22年度の巡回相談員等に関する報告書の全てを分析の対象とした。報告書の要請理由に着目し，分

類・整理した。

その結果，要請理由は上位から，①行動上の問題への対処，②障害特性の理解，③進路指導に関するこ

と，④具体的な支援方法であった。また，校内研修会における講師の依頼や校内委員会への参加要請も挙

げられた。

実態調査及び巡回相談員等報告書の分析から，本県のコーディネーター等は，比較的経験豊富な教員が担

当しているケースが多いものの，多くのコーディネーター等は小・中学校等支援に伴い負担を感じており，

小・中学校等教員の経験がないものが多いため，学校文脈に応じた支援ができているかどうか不安に思って

いること等を背景に，①小・中学校等の経験不足を補うもの，②発達障害児に対する具体的な支援方法を段

階的に理解できるものの２点を「支援ユニットモデル」修正の方向として掲げることにした。

２ ２年次の研究

２年次の研究では，１年次の研究成果を基に「支援ユニットモデル」の修正及び再構成をした「新支援ユ

ニットモデル」を作成し，その効果の検証を行った。

(1) 「新支援ユニットモデル」の構成

表２に「新支援ユニットモデル」の構成を示した。前研究で開発した「支援ユニットモデル」は，「ア

セスメント」「具体的支援方法」等の項目別に辞書的な構成であったため，実際に支援をするに当たって

は，使用者が対象の学校のニーズに応じて組み合わせを考える一手間を要した。

そこで，「新支援ユニットモデル」では，コーディネーター等が，学校コンサルテーションを進める際

の時系列を軸に大項目を設定し，各項目にさらに下位項目を設け，定義－具体的な方法－関連する機関－

参考文献等の順で示した。

１年次の結果から，「新支援ユニットモデル」には，新たな項

目として「校内研修会への対応」を設け，指導主事が研修講座等

で使用しているプレゼンテーション資料を付加することにした。

(2) 「新支援ユニットモデル」の作成

「新支援ユニットモデル」は，全てMicrosoft 社のPowerPoint

2007を用いて作成した。使用者が，研修会等でそのままスライド

として使用することができるようにスライド版とスライドの説明

文を付加したノート版（図５）の２種類をPDF 化した上で，ＣＤ

に保存した。

県内特別支援学校には，１校当たり１枚のＣＤを配付した。

(3) 使用効果に関する調査

県内の全特別支援学校20校を対象に，質問紙による調査を実施

した。回答者は，各校で学校コンサルテーションに携わる教員と

した。期間は，2012年７月及び11月の２回であり，いずれも郵送

による回収であった。

図４ 県内コーディネーター等の姿

図５ 「新支援ユニットモデル」

（ノート版）





使用前の調査内容は，①属性（教員歴，役割，役割の指名に伴うやりがい），②小・中学校等支援に関

すること（小・中学校等の支援経験の有無，小・中学校の支援をするに当たっての負担感），③「支援ユ

ニットモデル」及び「新支援ユニットモデル」について，③コーディネーター等の役割遂行に関する自由

記述であった。使用後の調査内容は，①小・中学校等支援について（役割の指名によるやりがい，小・中

学校等支援の有無及びやりがい），②「新支援ユニットモデル」の使用効果について（使用の有無，未使

用の理由，役立った項目，参考にならなかった項目，使用による小・中学校等支援に係る負担の増減），

③コーディネーター等の役割遂行に関する自由記述であった。

回答様式は選択肢及び自由記述であった。自由記述の分析に当たっては，文意からキーワードを１～２

抽出し，分類・整理した。

(4) ２年次の結果と考察

回収率は100 ％であった。回答数は128 ，うち回答に欠損項目のあったものを除いた有効回答数は112

であった。

ア 属性について

コーディネーター等の年齢層は，20歳代が４％，

30歳代が23％，40歳代が35％，50歳代が34％，不明

４％であった。40歳代及び50歳代が約７割を占めた

が，昨年度に比較して，20歳代・30歳代の割合が増

加した。コーディネーター等の役割に指名されたこ

とによる負担感は，37％がやりがいありと答えた反

面，17％が負担感を覚えていることが明らかになっ

た。おおむね昨年度と同傾向であった。小・中学校

等支援については，経験ありが72％，経験なしが28

％であった。小・中学校等支援に係る負担感は21％

の教員が負担なしと答えた一方で，41％が負担であ

ると感じていることが明らかになった。

図６に，コーディネーター等の役割の指名によるやりがいと，小・中学校等支援の負担感との関連を

示した。コーディネーター等に指名されたことに対して負担感を抱いている教員のうち，94％が小・中

学校等の支援に負担を感じており，負担を感じない教員は０％であった。一方，役割の指名に対してや

りがいを感じている教員は，41％が小・中学校等の支援に負担を感じず，負担を感じるの20％を大きく

上回った。

イ 「支援ユニットモデル」及び「新支援ユニットモデル」について

前研究で開発した「支援ユニットモデル」の周知

については，存在を知っているが47％，知らないが

53％であった。しかし，実際の使用状況に対する回

答は，使ったことがあるが12％に止まり，使ったこ

とがないの88％を大幅に下回った。

「支援ユニットモデル」を修正・再構成した「新

支援ユニットモデル」に対する期待については，98

％が「新支援ユニットモデルを使ってみたい」との

回答をし，期待の高さが窺えた。しかし，実際に使

用した教員は32％に止まった。「新支援ユニットモ

デル」未使用の理由については，ＣＤの操作性，コ

ンピューターの起動性に関すること，さらには自身の持ち得ている知識・技能で充足していること等が

挙げられた。最も多い回答が，使用する機会がなかったというものであった。

図７に「新支援ユニットモデル」の中で役に立った項目を示した。上位から，①発達障害の特性の理

解，②行動上の問題への対応，③相談に向かう心構え，④チェックリストの順であった。これらは，昨

年度の実態調査における学校コンサルテーションに必要と思われる力とほぼ合致した。さらに，役立っ

た項目と年齢層の関連を分析すると，20歳代では，障害特性の理解，チェックリストなど，より基礎的

な内容を求める傾向があり，30歳代・40歳代では各項目とも満遍なく使用していた。校内研修会の資料

については，40歳代・50歳代での活用が顕著に多く，この年齢層への依頼の多さが窺われた。

（実数）

図７ 「新支援ユニットモデル」の役立った項目

（複数回答）

図６ 役割指名によるやりがいと

小・中学校等支援の負担感

（負担感有）



「新支援ユニットモデル」の使用効果を，図８に

示した。元々負担なしは３％，負担軽減が68％，ど

ちらともいえないが29％であり，負担増加は０％で

あった。

コーディネーター等の役割に指名されたことによ

るやりがいと，「新支援ユニットモデル」の使用効

果との関連を分析したところ（図９），役割の指名

に対してやりがいがあると回答した教員の93％が，

「新支援ユニットモデル」による負担の軽減を認め

ており，元々負担を感じていない教員と合わせると

100 ％であった。役割の指名に対して負担感がある

と回答した教員は，75％が負担軽減を認める一方，

25％が効果の有無についてはどちらともいえないと

した。さらに，役割の指名に対してどちらともいえ

ないと回答した教員は，33％が負担が軽減したとの

使用効果を認めるも，２倍以上に当たる67％がどち

らともいえないとの回答であった。

ウ コーディネーター等の役割遂行に関すること

有効回答数112 のうち，自由記述欄に記載されて

いた66を対象に分析した。前述したとおり，文意か

ら１～２のキーワードを抽出したところ，38のキー

ワードに分類できた。これらを数量的に処理し，上

位５に挙がったものを図10に示した。

その結果，自力解決，小・中学校等教員サポート

ツール，理解・啓発，研修会など，小・中学校等が

自ら課題に取り組むことの必要性に関する項目が上

位に挙げられた。これらは「平成23年度特別支援学

校のセンター的機能の取組に関する状況調査」（文

部科学省，2012）で指摘された，小・中学校等教員

が特別支援教育の重要性の理解に乏しいことや，必

要性の浸透の不十分さと合致する内容であり，小・

中学校等における特別支援教育の更なる推進・充実

を要望する声は，全国的な傾向であることが窺われ

た。最も多い意見は，コーディネーター等同士の情

報交換・ネットワークの必要性であった。

以上の結果から，当初，９割以上の教員がその効果を

期待した「新支援ユニットモデル」は，実際のところ３

割程度の使用に止まった。しかし，使用した教員のうち，約７割が小・中学校等を支援する上での負担感が

軽減したと評価していることから，「新支援ユニットモデル」は，操作性やアクセスのしづらさ等に改善の

余地を残しつつも，小・中学校等支援に係る負担軽減に一定の効果を示したといえよう。

また，「新支援ユニットモデル」の使用効果は，コーディネーター等の役割の指名によるやりがいに依存

する傾向が認められた。同様に，小・中学校等支援による負担感は，コーディネーター等の役割の指名によ

るやりがいに依存する傾向が認められた。これら結果から，コーディネーター等の役割に対するやりがいを

高める工夫をすることが，ひいては小・中学校等の支援による負担を軽減させる一助になるのではないかと

考える。

Ⅴ 研究のまとめ

本研究は，特別支援学校のセンターとしての機能の充実を目的に，コーディネーター等の実態調査に基づ

き作成した「新支援ユニットモデル」の使用効果について検証した。その結果，本県のコーディネーター等

（複数回答）

元々負担なし ７％

負担が減った 93％

どちらともいえない 67％

負担が減った 33％

負担が減った 75％

どちらともいえない 25％

図９ やりがいと「新支援ユニットモデル」の
使用効果

図10 コーディネーター等の役割遂行に関する
自由記述の分類

（実数）

図８ 「新支援支援ユニットモデル」の使用効果

負担が減った 33％

（負担感有）



は，自己研鑽を積んだベテランが指名されることが多く，役割の指名に対するやりがいを感じている反面，

小・中学校等教員の経験歴が少なく，小・中学校等の文脈に応じた支援の提供に不安を抱いている姿が明ら

かになった。これら実態を基に，「支援ユニットモデル」を修正した「新支援ユニットモデル」を作成し，

使用効果の調査を実施したところ，実際の使用は約３割に止まった。しかし，使用者を対象にした効果検証

では，約７割から小・中学校等支援に係る負担が軽減したとの回答を得たことから，操作性やアクセスに課

題を残しつつも，「新支援ユニットモデル」は一定の効果が示唆された。

Ⅵ 本研究における課題

「新支援ユニットモデル」は，使用満足度が高いにもかかわらず，操作性の悪さやアクセスのしづらさ等

ハード面に課題が残った。ＣＤという形態に拘らず，例えばホームページ上に公開する等，学びたい時，使

いたい時には，即アクセスできる「新支援ユニットモデル」にするための工夫が必要である。

また，小・中学校等支援に伴う負担感の一要因として，小・中学校等教員経験の乏しさが挙げられるよう

に，コーディネーター等は小・中学校等の文脈に適合した支援ができているとは言い難い。自己研鑽を積み

専門性の向上に努めているものの，外部の人間による支援に限界があることは自明の理である。今後，小・

中学校等のコーディネーターが中心になり，主体的に課題解決できるようになるためには，小・中学校等支

援におけるコーディネータ－等の役割は，情報提供型から協働解決型に変わっていく必要がある。そのため

には，これまでコーディネーター等が行ってきた情報提供に相当する部分を補うものが必要となる。当初，

コーディネーター等のための支援ツールとして開発した「新支援ユニットモデル」を，使用者を限定せず，

小・中学校等のコーディネーターは基より，誰でも使用できるツールにすることで，今後，本県の特別支援

教育推進に，更に寄与できるものと期待する。
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